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本事業は、ドクターカーによる病院間搬送にかかわるデータ収集や、ドクターヘリとのデータ
の比較、病院前救護や病院間搬送にかかわる議論が必要となることから、関連 5 学会 1 団体（日
本救急医学会、日本集中治療医学会、日本病院前救急診療医学会、日本外傷学会、日本航空医療
学会、日本救急医療財団）を含む関連団体にも呼びかけ、研究参加協力を募り、研究機関として
全国ドクターカー協議会を発足させたうえで意見の収集を行った。

全国ドクターカー協議会、理事、幹事、委員長等、構成は以下の通り。

1. 本調査研究事業における遂行体制について

（１）研究機関の構成

氏　名 役　職 所　　　　　属

今　 明秀 代表理事 日本病院前救急診療医学会　理事長

坂本 哲也 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

黒田 泰弘 理　事 一般社団法人　日本集中治療医学会　理事長

横田 裕行 理　事 一般財団法人　日本救急医療財団　理事長

大友 康裕 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

溝端 康光 理　事 日本救急医学会　代表理事

宮本 雄気 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

細川 秀一 理　事 日本病院前救急診療医学会理事 / 日本医師会救急医療担当常任理事

橋本 雄太郎 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

林　 靖之 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

山﨑 早苗 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

清田 和也 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

横堀 將司 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

奥寺 　敬 理　事 日本病院前救急診療医学会　理事

渡部 広明 理　事 一般社団法人日本外傷学会　代表理事

髙山 隼人 理　事 一般社団法人日本航空医療学会　理事

篠田 伸夫 理　事 認定 NPO 法人　救急ヘリ病院ネットワーク　理事長

猪口 貞樹 監　事 一般社団法人日本航空医療学会　理事長

小濱 啓次 監　事 日本病院前救急診療医学会　監事 / 日本航空医療学会　監事

作山 洋貴　 オブザーバー 厚生労働省医政局地域医療計画課　救急・周産期医療等対策室

土谷 飛鳥 委員長 レジストリ作成委員会

田上 　隆 委員長 レジストリ評価委員会

小倉 崇以 委員長 活動基準作成委員会

本村 友一 委員長 広報委員会
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吉村 有矢　 委員長 教育研修委員会

夏井 淳一 事務局代行 バーズ・ビュー株式会社

大伴 加寿代 事務局 日本医科大学救急医学教室

（２）組織図

各委員会委員
①レジストリ作成委員会

委 員 長　土谷 飛鳥（東海大学医学部付属病院高度救命救急センター）
副委員長　堤　 悠介（独立行政法人国立病院機構水戸医療センター救急科）
担当理事　大友 康裕（独立行政法人国立病院機構災害医療センター）

小林 誠人（済生会千里病院千里救命救急センター）
五十嵐 豊（日本医科大学付属病院高度救命救急センター）
瀧口 　徹（日本医科大学付属病院高度救命救急センター）
伊藤 裕介（済生会千里病院千里救命救急センター）
番匠谷 友紀（公立豊岡病院但馬救命救急センター）
平泉 志保（済生会滋賀県病院救命救急センター）
松岡 由典（神戸市立医療センター中央市民病院救命救急センター）
中島 成隆（JA 愛知厚生連豊田厚生病院救命救急センター）
光銭 大裕（東京都立多摩総合医療センター救命・集中治療科）
間山 泰晃（敬愛会  中頭病院　救急科）
明星 康裕（石川県立中央病院　救命救急センター）
伊藤 文人（国際医療福祉大学成田病院　救急科）

組織図

厚生労働省
医政局

日本病院前
救急診療医学会

株式会社
SAYコンピュータ

日本医科大学
倫理審査委員会

事務局長
（日本医科大学：横堀將司）

事務支援
 （バーズビュー株式会社）

各学会より委員を募集し研究班を組織

全国
ドクターカー協議会

日本救急医学会（病院前救護）
日本集中治療医学会（病院間搬送）
日本病院前救急診療医学会
（現場活動ドクターカー）
日本航空医療学会（ドクターヘリ）
日本外傷学会（外傷病院前診療）
日本救急医療財団（救急調査研究）

レジストリ作成委員会（委員長：土谷飛鳥）
・到達目標に合わせたレジストリ項目設定
レジストリ評価委員会（委員長：田上隆）
・定期的に進捗を確認
・データクリーニング・解析を行う
活動基準作成委員会（委員長：小倉崇以）
・ドクターカー運行マニュアルを作成
広報委員会（委員長：本村友一）
・WEBページの作成と事業プロダクトの広報
教育研修委員会（委員長：吉村有矢）
・マニュアルに即した教育研修事業

審査

受審

組織

受託

レジストリ発注
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②レジストリ評価委員会
委 員 長　田上 　隆（東京慈恵会医科大学附属病院救命救急センター）

鳴海 翔悟（佐賀大学医学部附属病院高度救命救急センター）
米盛 輝武（仁愛会　浦添総合病院　救命救急センター）
清水 敬樹（東京都立多摩総合医療センター　救命・集中治療科）
宮崎 敬太（奈良県立医科大学　高度救命救急センター）
山村 英治（会津中央病院　救命救急センター）
丹保 亜希仁（旭川医科大学救急医学講座）
森田 正則（堺市立総合医療センター　救命救急センター）
大邉 寛幸（東京大学）
深田 卓也（日本赤十字社医療センター　救急科）
鈴木 健介（日本体育大学　救急医療学科）

③活動基準作成委員会
委 員 長　小倉 崇以（済生会宇都宮病院　救急・集中治療科）
担当理事　渡部 広明（島根大学 Acute Care Surgery 講座）

山田 哲久（麻生飯塚病院　救急科）
渥美 生弘（聖隷浜松病院　救命救急センター）
小林 辰輔（会津中央病院　救命救急センター）
増野 智彦（日本医科大学 救急医学）
益子 一樹（日本医科大学千葉北総病院　救命救急センター）
久野 将宗（日本医科大学多摩永山病院　救命救急科）
酒井 智彦（大阪大学医学部附属病院　高度救命救急センター）
中尾 彰太（りんくう総合医療センター　大阪府泉州救命救急センター）
関根 和彦（東京都済生会中央病院　救命救急センター）
光銭 大裕（東京都立多摩総合医療センター　救命・集中治療科）
星野 耕大（福岡大学　救命救急医学）
三輪 　槙（東京都立広尾病院　救命救急センター）
藤田 健亮（済生会宇都宮病院　救急・集中治療科）
木村 拓哉（済生会宇都宮病院　救急・集中治療科）
小橋 大輔（原町赤十字病院　高度救命救急センター）
鈴木 健介（日本体育大学　救急医療学科）
浅香 えみ子（東京医科歯科大学）
佐々 智宏（広島大学病院　高度救命救急センター・ECU）
福田 ひろみ（徳島赤十字病院）
大瀧 友紀（聖隷三方原病院）
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④広報委員会
委 員 長　本村 友一（日本医科大学千葉北総病院　救命救急センター）

太田黒 崇伸（長崎大学　高度救命救急センター）
藤塚 健次（前橋赤十字病院　集中治療科・救急科）
蕪木 友則（武蔵野赤十字病院　救命救急センター）
有元 秀樹（医誠会病院　救急医療センター）
玉井 文洋（大分三愛メディカルセンター　救急外傷センター）
菅谷 一樹（福島県立医科大学附属病院　高度救命救急センター）
小濱 圭祐（兵庫医科大学　救急医学）
木庭 真由子（佐賀大学医学部附属病院高度救命救急センター）
杉本 貴史（兵庫県立淡路医療センター）

⑤教育研修委員会
委 員 長　吉村 有矢（八戸市立市民病院）

伊藤 裕介（大阪府済生会千里病院千里救命救急センター） 
小橋 大輔（SUBARU 健康保険組合 太田記念病院）
長野 健彦（宮崎大学医学部附属病院）
小林 誠人（大阪府済生会千里病院千里救命救急センター）
堀越 佑一（東京都立多摩総合医療センター）
小林 辰輔（会津中央病院）
山田 哲久（飯塚病院）
山上 雄司（兵庫県立尼崎総合医療センター）
大森 一彦（順天堂大学医学部付属静岡病院）
大山 　太（東海大学医学部看護学科）
坂田 久美子（愛知医科大学）
岸田 全人（埼玉医科大学国際医療センター）
中居 剛志（八戸市立市民病院）

（３）調査研究手法の概要
本調査研究事業における趣旨

ドクターカーについては、消防機関に救急要請があった場合に現場に出動するもの、転院搬送
の際に医師が同乗するものといったように、地域の実情や考え方に応じて様々な運用が行われて
いる。

都道府県が策定する「医療計画」の作成指針の中で、ドクターカーと並んで患者搬送・診療手
段の一つとして位置付けられているドクターヘリについては、症例データ収集調査分析事業によ
り、運用実績等の収集及び分析が行われているが、ドクターカーについては運用方法に関する事
例の収集や分析は行われておらず、どのような場合にドクターカーを出動させるべきなのか等の
ドクターカーの出動基準についても明らかになっていない。
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こうした現状を踏まえ、ドクターカーを運用する医療機関に対して、ドクターカーとドクター
ヘリとの連携方法や、その要請及び運航状況、関係機関との連携等の運用に関するデータと、患
者本人の状態や予後等の症例に関するデータを一連のデータとして収集し、各々の型のドクター
カーのメリット・デメリットに関する整理、時間帯に応じた運用傾向、自治体の規模、地理環境
の特性、気象条件に応じた運用方法、費用負担の状況などについて調査・研究し、効率的・効果
的なドクターカー運用を行うための分析を行う。

したがって、本調査研究事業における目的は、ドクターカーの要請及び運用状況、関係機関と
の連携等の運用に関するデータと、患者本人の状態や予後等の症例に関するデータを一連のデー
タとして収集し、効率的なドクターカー運用を行うために調査・集計・分析を実施することである。

また、ドクターカー運用における、実症例に関するデータ（例えば、患者の状態や緊急性に関
する情報や診断、治療、転帰等）について、ドクターカー運用医療機関から入手し、傾向に関し
て調査・集計・分析を行う。なお、各ドクターカー運用医療機関が既存で保有している調査デー
タについても活用する。

さらには、本データを元に、ドクターカーの効率的な運用に関して分析を行い、政策的かつ技
術的な見地から意見を整理する。

なお、本研究における調査研究事業は以下の 5 つに分けられる。
①後方視的調査研究（事務局担当）
②前方視的データレジストリ研究（レジストリ作成委員会・評価委員会）
③ドクターカー活動基準作成（マニュアル作成：活動基準作成委員会）
④調査研究広報（広報委員会）
⑤教育研修事業（教育研修委員会）

（４）調査研究手法の詳細
① 後方視的調査研究事業

後方視的にドクターカー要請及び運用状況にかかわる事例の収集・調査・集計・分析を行った。
すなわち、ドクターカーがどのように要請され対応しているか（未出動も含む）についてドクター
カー運用医療機関から入手し、傾向に関して調査・集計・分析を実施した。

なお、調査については、全ドクターカー運用医療機関を対象とし 15,000 症例以上の回収を目指
すこととし、個人情報は取り扱わないこととした。

また、下記項目は必ず収集することとした。

（ⅰ）各ドクターカー運用医療機関における以下に関する件数
・出動要請件数
・要請受諾件数
・受諾件数のうち、現場出動、施設間搬送、ミッション中止の内訳
・要請不応需件数
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・要請不応需件数のうち、時間外要請、天候不良、重複要請、車体不具合・点検中、その他
要の内訳

・診療人数
・当該運用医療機関以外への受入人数
・ドクターヘリとの同時要請の件数
・ドクターカー及びドクターヘリ要請基準
・ドクターカー出動がカバーしている地域の規模
・ドクターカー出動の気象条件

（ⅱ）各ドクターカー運用医療機関における費用負担及び補助金活用の状況
・ドクターカーの購入費の内訳
・ドクターカーに車載する資機材の購入費の内訳
・ドクターカーの維持費
・ドクターカー運用にかかる経費
・ドクターカー運用にかかる人件費
・ドクターカー運用による診療報酬

なお、質問内容は全国ドクターカー協議会で議論のもと令和 5 年 12 月に確定した。また、調
査の悉皆性を高めるため、まず厚生労働省 医政局 地域医療計画課　災害等緊急時医療・周産期
医療等対策室の協力を得、各都道府県の各消防本部へ通知し、第一段階のアンケート調査とした

（資料１）。また、調査結果の回収は電子質問紙を併用した。

第一段階のアンケート内容は以下の通り。
問１．消防本部名
問２．都道府県名
問３．記載者名
問４．連絡先電話番号
問５．消防本部と連携しているドクターカー運用病院の有無
問６．問５で「あり」の場合、貴消防本部と連携している「医療機関名」と「協定の有無」を記載。

（複数回答可）
問７．問５で「なし」の場合、今後、ドクターカー運用病院との連携を予定しているか？
問８．ドクターカー活動全般に関してコメントを下記に自由記載

例）安全管理、連携活動、情報共有、トレーニング等、課題や良い点について。

次に、第一段階でのアンケート調査で明らかになった、各消防本部と実質的な連携を行ってい
る病院への第二段階アンケート調査を行った。

第二段階のアンケート内容は以下の通り。
１．貴医療機関の属性は？（複数選択可）
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２．貴施設のドクターカーのタイプは主として下記のうちどれに該当しますか？（複数選択可：
日本病院前救急診療医学会定義）

３．貴施設のドクターカーの類型を以下から選択して下さい（複数選択可）
４．ドクターカーを常時（24 時間）運行していますか？
５．令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）のドクターカー出動要請件数
６．上記５のうち、ドクターカーの要請受諾件数（要請された件数のうち、応需した数）
７．上記６の要請受諾件数のうち、医師が同乗して傷病発生現場（あるいはランデブーポイント）

に出動し、実際に傷病者と接触した件数（現場救急にかかわった件数）
８．上記６の要請受諾件数のうち、施設間の搬送業務を行った件数
９．上記６の要請受諾件数のうち、ミッション中止件数（要請キャンセル、途中引き上げ、活

動中止など）
10．出動要請に対して応需しなかった件数
11．上記 10 の要請不応需の理由が、「活動時間外の要請」であった件数
12．上記 10 の要請不応需の理由が、「天候不良」であった件数
13．上記 10 の要請不応需の理由が、「重複要請（他の案件にてドクターカーが出動中）」であっ

た件数。
14．上記 10 の要請不応需の理由が、「車体の不具合」であった件数
15．上記 10 の要請不応需の理由が、「車体点検中」であった件数
16．令和 6 年度中（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）のドクターカー活動による

診療人数（のべ）
17．上記 16 のうち、ドクターカー基地病院（貴院）以外への搬送人数
18．ドクターカー要請基準があるか
19．ドクターカー出動がカバーしている地域の人口規模（およそで結構です。地域別統計｜地域

医療情報システム（日本医師会；jmap.jp）をご参考ください。）
20．ドクターカー出動の際の気象条件に制限はありますか？
21．ドクターカーとドクターヘリを両方運用していますか？
22．上記 21 で『はい』と答えた施設にお伺いいたします。

令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）ドクターヘリとドクターカー
との同時要請の件数は何件でしたか

23．上記 21 で『はい』と答えた施設にお伺いいたします。
ドクターヘリとドクターカーの運用（使い分けの決まり）はどのように決めていますか　 

（複数選択可）
24．上記 23 につき具体的な取り決めがあればご記載ください。

（例、半径 10km 以内ならドクターカー、重症度が高ければドクターヘリ、安静搬送が必
要ならドクターカー、等）

25．国からのドクターカー活動に関わる補助金（医療提供体制推進事業費補助金）については、
下記の如く、関連の補助金があります。
・救命救急センター運営事業
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・救命救急センター設備整備事業
・周産期医療施設設備整備事業
・基幹災害拠点病院設備整備事業
・地域災害拠点病院設備整備事業
・NBC 災害・テロ対策設備整備事業
・医療機関アクセス支援車整備事業
令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）のドクターカー活動において
これらの補助金を活用しましたか？

26．上記 25 で『使用しなかった』とお答えいただいた施設にお伺いします。
なぜ使用しなかったか、理由をお答えください。

27．ドクターカー活動に関わる年間総費用を令和 6 年度の概算でお答えください。（2024 年 4
月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）

28．上記 27 の費用のうちの、ドクターカー購入費用
29．上記 27 の費用のうちの、ドクターカーに車載する資機材の購入費
30．上記 27 の費用のうちの、ドクターカー（車）の維持費（自動車税や車検代、ガソリン代、

メンテナンス費など）
31．上記 27 の費用のうちの、ドクターカー運用にかかる経費（事業活動を行う上で必要な費用：

人件費除く）
32．上記 27 の費用のうちの、ドクターカー運用にかかる人件費	
33．ドクターカー購入に係る支出に活用した補助金（複数選択可）
34．ドクターカーに車載する資機材の購入に活用した補助金（複数選択可）
35．ドクターカーの維持費に活用した補助金（複数選択可）
36．ドクターカー運用にかかる経費に活用した補助金（複数選択可）
37．ドクターカー運用にかかわる人件費に活用した補助金（複数選択可）
38．ドクターカー運用により診療報酬を算定しているか
39．上記 38 で『はい』と答えた施設にお聞きします。診療報酬の具体的な算定は？（複数回答可）
40．診療報酬で算定した（ドクターカー事業で直接的に得ることができた）医療収入は？令和

6 年度の概算でお答えください。（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）

②前方視的データレジストリ研究（レジストリ作成委員会・評価委員会）
令和 2 年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金 地域医療基盤開発推進研究事業（ドクターヘ

リの適正利用および安全運航に関する研究 研究代表者 猪口貞樹）による、ドクターヘリの有効
性の検討において、急性冠症候群と脳卒中のドクターヘリ搬送はおよそ 300 例 / 年であったこと
から、ドクターヘリ活動の比較において、各疾病の対照に見合うドクターカー症例数各々 300 例
ほどのデータを収集することを目標とした。またデータ収集には WEB によるデータ収集システ
ムを用いることとした。

なお具体的なデータ収集項目は、以下を想定した。
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また、収集項目についてはレジストリ作成委員会を中心として合議が重ねられた。

【要請事案情報】
要請番号、要請内容、要請時状態、要請機関、施設間搬送施設、要請消防本部名、要請時間

【現場活動情報】
医師・看護師人数、傷病者情報（年齢、性別、院内対応表番号）、消防・救急隊時系列情報、

活動情報（緯度経度、時間情報、運行時間・距離情報）、救急隊傷病者接触時バイタルサイン、
処置情報、接触時バイタルサイン情報、処置・薬剤情報

【入院後情報】
診断名と疾病分類・外傷重症度、既往歴情報、来院後根本的治療情報、転帰情報（外来転帰、

入院日、入院病棟、在院日数、入院転帰、退院先）、自由記載（経過など、施設独自項目）、看護
情報、COVID-19 対応状況など

また、同時に、レジストリ評価委員会を中心として、クオリティ・インディケーターの設定や
データ使用のルールなどが定められた。

具体的なクオリティ・インディケーターとしては、以下が決定された。

なお、レジストリ研究は、患者情報を扱うため、日本医科大学中央倫理委員会にて集約的に倫
理委員会を受審している。（日本医科大学中央倫理委員会　倫理委員会番号M-2022-086　ドクター
カーの運用事例に関する調査研究）

③ドクターカー活動基準作成（マニュアル作成：活動基準作成委員会）
ドクターカーに関する有識者による会議を開催し、ドクターカーの効率的・効果的な運用方法

について検討を行うこととした。会議は複数回行い、地域の実情に応じて効率的・効果的なドク
ターカーの運用ができるよう、地域の特性を考慮したドクターカーの運行マニュアルを作成した。

QI の種類 Quality indicator 案

1 Structure 対応した疾患に対する活動プロトコールの有無

2 Structure インシデント・アクシデントをレビューするシステムの有無

3 Process ドクターカーの出動数

4 Process 応需割合

5 Process 要請に対する迅速性

6 Process デブリーフィングの施行割合

7 Process 重要項目の記録の割合

8 Process 病院前での高度な治療を提供した割合

9 Process プロトコールの遵守の割合

10 Outcome 重症外傷において患者は生きて病院に到着しましたか？

11 Outcome 目撃あり心停止症例での病院前自己心拍再開率
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なお、素案は令和 5 年 2 月までに完成し、ドクターカー協議会理事会でのレビューを得た。

④調査研究広報（広報委員会）
本研究で得られた知見を広く発信すべく、ホームページ作成を行った。これには後方視的研究

の結果やデータレジストリ研究の進捗を報告するためのプラットフォームを構築し、本研究の持
続性を高めた。

⑤教育研修事業（教育研修委員会）
本協議会が受託した事業で整備された、ドクターカー活動基準（ドクターカー運行マニュアル

第 2 版　令和 6 年 3 月 厚生労働省 医政局 地域医療計画課）を用いた教育研修事業を行った。こ
れにより、現場で活用する技能の定着を目指した。

研究遂行のスケジュールを以下に記載する。
（５）調査研究のスケジュール
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回答消防本部 720 消防本部（全国 720 消防本部）

2. 調査結果と考察について

（１）後方視的調査研究：第一段階アンケート

Q1．連携しているドクターカー運用病院
あり 427 施設（59.3％）
なし 293 施設（40.7％）

（比較：令和 5 年度調査）
あり 400 施設（55.4％）
なし 322 施設（44.6％）

Q2．なし、の場合今後予定しているか？
は　い 　8 施設（2.7％）
いいえ 285 施設（97.3％）

（比較：令和 5 年度調査）
は　い  12 施設（3.7％）
いいえ 310 施設（96.3％）

なお、現在の都道府県別の全国ドクターカー運用施設数は以下の通り。
最多：愛知県 18 施設 うち三次救急医療機関（救命救急センター） 15 施設
最小：山形県・福井県・香川県 0 施設 
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また、消防機関からの自由意見については、以下のように集約された。

A. 運用体制・時間帯 　

49

　 平日日中のみ／夜間・休日不可

　 24 時間運用への要望

　 医師・看護師・運転手不足

　 支援や補助金などの促進

B. 要請基準・判断の難しさ 　

18

　 キーワード方式／現場要請

　 敷居が高い・属人的

　 ドクヘリとの使い分けが難しい

　 オーバートリアージ容認の必要性

C. 連携・情報共有

25

事前情報共有が不十分

　 電話のみ／無線・AVM 未搭載

Join、LINE WORKS 等の ICT 活用

　 位置情報共有の必要性

D. 訓練・教育・顔の見える関係

38合同訓練・症例検討会の効果

　 定期的な意見交換の必要性

E. 安全管理

21

　 緊急走行の安全

　 現場活動の安全性

　 運転手教育の必要性

医師・看護師の安全確保

F. 効果・評価（良い点）

43

　 早期医療介入

　 救命率向上

　 患者・家族の安心感

　 救急隊教育効果

　 ドクターカー運用の有用性・強み

G. 災害・多数傷病者対応

4
　 災害時の役割整理不足

　 多数傷病者訓練の必要性

　 広域連携の必要性

H. その他 　 6
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最も多く挙げられたのは、運用体制とリソースに関する意見であった。
特に消防側から、運用時間の拡大要望があり、多くの病院が「平日日勤帯のみ」の運用である

ため、夜間・休日における空白時間の解消や、24 時間 365 日体制への移行、ドクターへリの運行
不能時を補完する活動を強く望む声が目立った。また、上記のような運用拡大のために、スタッ
フの確保は喫緊の課題であり、医師・看護師不足により出動不能になるケースや、ドクターヘリ
との重複時に対応できない体制への懸念が示されていた。

さらに、ドクターカー運転手（機関員）の確保と育成についても重要視されており、専門の運
転手がいないことによる病院側の負担や、緊急走行における安全教育の必要性が指摘されている。

また、連携活動とコミュニケーションに関する意見においては、現場でのスムーズな活動のた
めの、事前の関係構築が不可欠であるという意見が多くを占めた。これには、ワークステーショ
ン方式や病院実習を通じた交流が、現場での信頼関係と円滑な活動に直結しているという肯定的
な意見が多く見られた。

さらに、合同訓練の重要性が強調されており、定期的なシミュレーション訓練や症例検討会が、
救急隊員のスキルアップと認識の共有に大きく寄与しているとの意見が多かった。一方、要請の
心理的障壁は依然存在し、若手救急隊員を中心に「要請の敷居が高い」と感じる傾向があり、さ
らなる啓発や教育が必要との指摘があったことは興味深い。

情報共有とシステムに関する意見においては、ICT の活用や、リアルタイムな情報伝達に関す
る意見が多くを占めた。例えば、位置情報の共有は必須であり、AVM（車両動態監視システム）
やスマートフォンアプリの導入により利便性が向上した例がある一方で、依然として「電話のみ」
の通信連絡体制をとる地域もあり、システム整備が求められている。また、ドッキングポイント
の選定も課題の一つとされ、救急車とドクターカーが合流する場所の選定や、施設（コンビニ等）
への事前連絡、移動時間の予測の難しさが挙げられた。

また、ドクターヘリとドクターカーで「キーワード方式」の出動基準を標準化し、判断に迷わ
ない仕組み作りを求める声もあった。
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安全管理と現場活動に関する意見においては、医療スタッフの安全確保と、現場での統制に関
する内容が多くを占めた。特に緊急走行の安全性においては、病院スタッフによる運転の習熟度
や、交通事故への懸念が示されており、消防主体での安全教育を実施している地域もあった。現
場での装備と統制においては、医師・看護師の装備（PPE）が現場活動に適していない事例や、
消防の指揮命令下での活動徹底の重要性が指摘されていた。

効果とメリットに関する意見については、ドクターカーが地域医療にもたらす価値についての
肯定的な評価が多くを占めた。

例えば、重症外傷やショック事案において、現場で医師が処置を開始できることによる救命率
向上と、搬送時間の「治療時間化」など、早期の医療介入を高く評価している意見が多かった。
また、救命士への教育効果として、医師の判断プロセスを間近で学べることや、直接指示下での
特定行為実施が、隊員のレベルアップに繋がっているとの意見があった。

消防側はドクターカーを「住民の命を守る極めて有効な手段」と認識しており、より「いつでも・
どこでも・安全に」利用できる体制を望んでいる。

今後は
⃝国や自治体による補助金拡充を通じた「24 時間運用」の実現
⃝消防無線や共通アプリによるリアルタイムな情報共有体制の構築
⃝病院ドクターカースタッフに対する緊急走行トレーニング、現場活動教育の制度化等が
　大きな課題と捉えられた。

なお、全国 720 の消防本部とドクターカー活動の提携に関して協定を結んでいる病院は、以下
の如くであり、全国ドクターカー運用機関の 64.6％に過ぎない。

ドクターカー活動は地域医療計画に資する活動であることから、自治体、消防機関との協定を
締結し、安全管理、費用支弁、活動内容等について十分な合意を得た活動であることが望ましい。
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全国 229 施設にアンケート調査を行い、全国 116 医療機関より返答を得た。（回答率 50.7％）
（２）後方視的調査研究：第二段階アンケート

【回答の詳細】
・医療機関の属性

・施設のドクターカーのタイプ
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上記より、救急現場にて活動するタイプが最も多く、転院搬送に使用するタイプがその次に続
いた。我が国のドクターカーは、主として現場活動と転院搬送に主に活用されていることが明ら
かとなった。

・ドクターカーの類型
・ドクターカーの類型について

日本病院前救急診療医学会のドクターカー類型分類を以下に示す。
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* 災害出動、イベント出動など。
** 高規格救急車などを用いてもよい。
*** 医師が主体的に診療を行い、診療録が作成されるもの。ピックアップ方式も含まれる。

（参考）道路交通法の区分 
「法第三十九条第一項の政令で定める自動車は、次に掲げる自動車で、その自動車を使用する

者の申請に基づき公安委員会が指定したもの（第一号又は第一号の二に掲げる自動車については
その自動車を使用する者が公安委員会に届け出たもの）とする。
１．消防機関その他の者が消防のための出動に使用する消防用自動車のうち、消防のために必要

な特別の構造又は装置を有するもの
１- ２．国、都道府県、市町村、関西国際空港株式会社、成田国際空港株式会社又は医療機関が

傷病者の緊急搬送のために使用する救急用自動車のうち、傷病者の緊急搬送のために必要な
特別の構造又は装置を有するもの 

１- ３．消防機関が消防のための出動に使用する消防用自動車（第一号に掲げるものを除く。）
１- ４．都道府県又は市町村が傷病者の応急手当（当該傷病者が緊急搬送により医師の管理下に

置かれるまでの間緊急やむを得ないものとして行われるものに限る。）のための出動に使用
する大型自動二輪車又は普通自動二輪車

１- ５．医療機関が、傷病者の緊急搬送をしようとする都道府県又は市町村の要請を受けて、当
該傷病者が医療機関に緊急搬送をされるまでの間における応急の治療を行う医師を当該傷病
者の所在する場所にまで運搬するために使用する自動車

１- ６．医療機関（重度の傷病者でその居宅において療養しているものについていつでも必要な
往診をすることができる体制を確保しているものとして国家公安委員会が定める基準に該当
するものに限る。）が、当該傷病者について必要な緊急の往診を行う医師を当該傷病者の居
宅にまで搬送するために使用する自動車

上記を基に、ドクターカーの種類区分について下記の如く回答を得た。
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搬送機能を持つドクターカーが最多であり、その次にラピッドカータイプが続いた。これは
WS 型としても同様であり、より汎用性の高い車両が選択される傾向があった。
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・ドクターカー を常時（24 時間）運行しているか（回答数：116 施設）

ドクターカーを 24 時間運行できている施設は 20 施設（17.2％）にとどまり、その他の施設が
常時ドクターカーを運行できない状況にあった。令和 4 年度　厚生労働省 委託研究事業ドクター
カーの運用事例等に関する調査研究事業報告（以下、令和 4 年度報告）によると、ドクターカー
が常時運用できている施設は 21％であったため、さらに終日の活動ができていない施設が増加し
た結果となった。
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・令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）のドクターカー出動要請件数
（回答：116 施設）

1 年間において、101 件以上出動依頼のある施設が、72 施設（62.1％）に見られた。一方で 100
件以下（月平均およそ 8 件以下）である施設が 38 施設（32.8％）見られた。なお、1 年要請件数
が 0 件であった施設も 4 施設（3.4％）存在していた。施設間で大きな格差が存在することが明ら
かとなった。これは令和 4 年度報告の分布とほぼ同等であった。
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・上記のうち、ドクターカーの要請受諾件数（要請された件数のうち、応需した数）（回答：
110 施設）
下記に、1 年間におけるドクターカー要請受諾件数を示す。
上記とほぼ分布に変化はなく、多くの施設がドクターカー要請に応需することができている。
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・要請受諾件数のうち、医師が同乗して傷病発生現場（あるいはランデブーポイント）に出動し、
実際に傷病者と接触した件数（現場救急にかかわった件数）（回答：110 施設）

この回答に関しては、受諾件数から途中引き上げの件数などを減じた値が反映されると思われ
る。100 回以上（月平均およそ 8 件以上）の施設は 56 施設（50.9％）存在していた。一方、１年
のうち、まったく患者診療に至っていない施設も 6 施設（5.5%）存在していた。
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・要請受諾件数のうち、施設間の搬送業務を行った件数
施設間搬送業務を行った件数は 0 件をのぞき、１年 11 〜 100 回が最多であった。
非救命センターでは、年間 101 〜 500 回が多く、非救命センターではドクターカーが搬送に多

く使用されていることが明らかになった。
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・要請受諾件数のうち、ミッション中止件数（要請キャンセル、途中引き上げ、活動中止など）
（回答数：106 施設）

ミッション中止の件数は 11 〜 100 回が最多であり、16 施設において、途中引き上げなどは見
られなかった。一方、引き上げの頻度が高い施設も存在し、101 回以上の引き上げ回数の見られ
る施設もあった。これはキーワード方式による出動の場合など、119 番通報時に想定された重症
度よりも実際は重症度が低い状態であり、途中引き上げ等になった可能性も考えられる。出動基
準の最適化が引き続き求められるところである。
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・出動要請に対して応需しなかった件数（回答：116 施設）
116 施設において、不応需がない施設が半数近くを占めた（50 施設：43.1％）。
一方、不応需件数の多い施設は回数ごとに減少していくことが見て取れた。
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・要請不応需の理由が、「活動時間外の要請」であった件数（回答：61 施設）

活動時間外で応需できない経験のあった施設は 17 施設（27.8％）で見られた。令和 4 年度の報
告では 16.8％であったため、時間外要請における不応需が増加していることが明らかになった。
これは、24 時間ドクターカー活動を行うことができる施設が減少していることも影響していると
思われた。
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・要請不応需の理由が、「天候不良」であった件数（回答：59 施設）

上記の如く、要請不応需の原因が天候不良であったものはほとんど見られなかった。ドクター
カーは天候に左右されず、活動が可能であることがドクターヘリと比してのメリットであると考
えられる。

・要請不応需の理由が、「重複要請（他の案件にてドクターカーが出動中）」であった件数（回答：　
58施設）
重複要請が原因での不応需を経験している施設は 29 施設（50.0％）に見られた。令和 4 年度と

比較すると、令和 4 年の 34 施設（32.0％）よりも減少したものの、割合としては増加しており、ニー
ズの高まりに対応しきれない施設の増加が懸念された。
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・要請不応需の理由が、「車体の不具合」であった件数（回答：57 施設）

車体の不具合による不応需を経験した施設はほぼ見られず、4 施設（7.0％）のみにとどまって
いた。ドクターカーは車両設備のトラブルによる不応需が少ないことが明らかになった。
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・要請不応需の理由が、「車体点検中」であった件数（回答：58 施設）

上記の如く、車体点検中により不応需を経験した施設は 6 施設にとどまった。ドクターカーは
ドクターヘリと異なり車体点検や整備に時間を要さず、即応性が高いと思われた。



32

・2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日までのドクターカー活動による診療人数（のべ）
（回答：116 施設）

全国で 1 年間（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）の総患者数は 23,502 人であった。
これは、1 施設当たり、202.6 人 / 年と概算され、令和 4 年度の 175 人 / 年と比較すると、ドクター
カーがカバーしている患者数は増加していることが推測された。
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さらに 67 施設（57.8％）が年間 100 人以上の救急患者診療を行っていた。
なお、最多人数は 1,184 名 / 年であった（八戸市立市民病院）。

・ドクターカー基地病院以外への搬送人数（回答：110 施設）

自院以外への患者搬送を行っていない施設は 9 施設（8.2％）にとどまった。すなわち、多くの
ドクターカー施設が自院以外の施設に搬送される患者を扱っており、ドクターカー活動は施設の
収益につながりにくい構造になっていることがわかる。
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・ドクターカー要請基準があるか（回答：116 施設）

111 施設（95.7％）の施設が出動基準を設定している、と回答している。
令和 4 年度では出動基準を設定している施設は 83％であったため、割合が増加しており、わず

かながらではあるが、ドクターカーの出動基準に関わる事前の取り決めが推進されていることが
明らかとなった。これには、令和 4 年度より厚生労働省が策定した、ドクターカー運行マニュア
ルの制定と普及が大きく関与している可能性がある。
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・ドクターカー出動がカバーしている地域のおおよその人口規模（回答：116 施設）

116 施設からの回答によると、25 万〜 50 万人の人口をカバーしている運用が最多（34 施設：
29.3％）であった。一方、100 万人以上をカバーする施設も 21 施設（18.1％）存在した。

全国における救命救急センターのカバーする人口規模も 50 万人程度であり、救命救急センター
毎にドクターカーを整備することはニーズにも叶う可能性があることが示唆された。なお施設の
平均は 764,947 人であった。
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・ドクターカー出動の際の気象条件に制限はあるか（回答：116 施設）

107 施設（92.2％）において、ドクターカー出動の際の気象条件の制限はなく、ドクターヘリ
と異なり、活動の制限が少ないことが明らかとなった。
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・ドクターカーとドクターヘリの両方を運用しているか（回答：116 施設）

全国 27 施設がドクターカーとドクターヘリの両方を運用していることが明らかとなった。現
在、全国のドクターヘリ基地病院は 57 あり、（https://hemnet.jp/know-base）、単純計算では、
およそ 52.6% の施設がドクターヘリの補完のためにドクターカーを使用していない状況が明らか
になった。

・（上記で『はい』と回答した施設への質問）令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月
31 日まで）ドクターヘリとドクターカーとの同時要請の件数は何件か？（回答：26 施設）

9 施設（34.6％）が同時要請を経験していた。
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・（ドクターカーとドクターヘリの両方を運用している施設に対して）ドクターヘリとドクター
カーの運用（使い分けの決まり）はどのように決めているか（複数選択可）（回答：24 施設）

これによるとドクターカーとドクターヘリの運用は距離により判断されていることが多かった。
また、その他の回答として、天候、時間帯、運営体制による使い分けがなされていた。

・（補助金の活用状況）令和 6 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）のドクター
カー活動においてこれらの補助金を活用したか？（回答：107 施設）
・救命救急センター運営事業
・救命救急センター設備整備事業
・周産期医療施設設備整備事業
・基幹災害拠点病院設備整備事業
・地域災害拠点病院設備整備事業

分　類 判 断 基 準 の 詳 細 度数 備　考

距離基準 10km 圏内（ドクターカー） 4 最も多い距離指標

12km 圏内（ドクターカー） 2

15km 圏内（ドクターカー） 1

時間基準 医師接触・介入が早い方を選択 3 効率性を最重視

15 分圏外はヘリ 1

30 分以上かかる場合はヘリ 1

環境・状況 天候不良時（ヘリ不能時）はカー 3 代替手段としての運用

時間帯（日勤 / 準夜 / 日没後） 3 夜間等の運用制限

現場環境（市街地、現場状況） 2

複数傷病者事案 1 特殊事案での併用

運営体制 特定曜日のみ（平日、月・金など） 3 運用日の限定

要請・判断（消防要請、医師判断） 2



39

・NBC 災害・テロ対策設備整備事業
・医療機関アクセス支援車整備事業
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・（上記で使用しなかった施設への質問）補助金を使用しなかった理由
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アンケートによると補助金が使用できることを知り得なかった施設が最多であり、より周知を
行う必要性があることが分かった。

また、自由意見として、補助金事業に該当しない、補助金の該当事業者でないなどの意見があっ
た。特に公的病院、自治体病院は上記の補助金を使用できないことも影響していると考えられた。

・令和 6 年度におけるドクターカー活動に関わる年間総費用について（回答：109 施設）

分　類 主な内容（キーワード） 度数 傾向と分析

制度対象外
（病院種別）

非救命救急センター、対象病院では
ない、国立・公立・自治体病院のため

8
救命センター限定などの「病院の格」
や経営形態による制限が最大の要因。

要件・
条件不一致

要件に該当しない、適用がない、活用
できるメニューがない

7
制度自体はあるものの、個別の事業
内容や条件が合致しないケース。

独自財源・
他予算

市町村の負担金、施設整備費（別枠）、
連携中枢都市圏での負担

4
県の補助金ではなく、地元自治体が
直接予算化しているパターン。

事務的・
運用上の制約

申請期限（前年 6 月）、指定管理の制約、
収支仕分け困難

4
計画策定の難しさや、事務手続き上
のハードル。

必要性の
欠如・未実施

整備を行っていない、必要を感じな
かった、タイミングではない

4
そもそも事業を実施していない、また
は自費で足りているケース。

自治体側の
制度不備

補助金制度自体がない（大阪府の例）、
案内がなかった

2
窓口となる自治体に制度が整備されて
いない。

その他 認可されず、院内判断、他事業を優先 3 個別の事情や優先順位によるもの。
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年間 500 万円を超える施設が 48 施設（44.0％）見られた。これは、令和 4 年次のデータ（35.6％）
よりも多かった。これには、車体購入や人件費の確保等の、近年の物価の高騰も相まっている可
能性が考えられる。なお、平均は 2659 万円であり、令和 4 年のデータ約 1982 万円よりも 677 万
円上昇している。

なお、ドクターカー購入費用は下記のような分布となっており（回答：116 施設。0 円は購入
なしと考えられる）、1000 万円前後の支出が最多であることが明らかとなった。
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・年間費用のうちのドクターカーに車載する資機材の購入費（回答：116 施設）

資機材の購入費用は 100 万円未満である施設が最多であった。
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・自動車税や車検代、ガソリン代、メンテナンス費などのドクターカー（車）の維持費（回答：
116 施設）

ドクターカーの維持費用は 100 万円未満の施設が最多であった。
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・ドクターカー運用にかかる経費（事業活動を行う上で必要な費用：人件費除く）（回答：116施設）

その他諸経費は 100 万円未満が支出している施設では最多であった。
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・ドクターカー運用に関わる人件費（回答：116 施設）

ドクターカー活動に関わる人件費を算定しているところにおいては、500 万円以上が最多であっ
た。

以上より、ドクターカー活動に関わる主な支出は、車両購入と人件費であることが明らかとなっ
た。
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・ドクターカー購入に係わる支出に活用した補助金（複数選択可）（回答：116 施設）
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ドクターカー購入に関わる補助金を活用している施設は 19 施設に過ぎなかった。また、車体購
入の多くが、施設による自費、あるいはクラウドファンディングに依存していることが分かった。
これは、資機材の購入に活用した補助金、人件費などの諸経費についても同様の傾向が見られた。
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・ドクターカー運用により診療報酬を算定しているか（回答：116 施設）
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回答 116 施設のうち、診療報酬を算定している施設は 105 施設（90.5％）に見られた。また、
診療報酬の具体的な算定としては下記のように救急搬送診療料（96 施設）が最多であり、往診料（78
施設）がこれに続いた。
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また、実際に算定することができた 1 年間の診療報酬金額については（回答：116 施設）下記
の如く、年間 500 万円未満の施設が最多であった。なお、平均は一施設当たり 981 万円であった。
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前述の如くドクターカー活動における年間の支出平均は 2659 万円であるが、ドクターカーで
得られる収入の平均は 1000 万円に満たず、ドクターカー活動の収支のバランスが十分に取れて
いないことが明らかになった。

要因の一つとして、自院に搬送される患者であれば算定可能であるが、他院に搬送される場合
は徴収が難しい場合があり、患者搬送病院の選定や徴収方法に大きく左右される可能性があると
思われた。
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今回の後ろ向き研究において、全国 720 消防本部の協力によるドクターカー運用病院数や実際
の病院名等を明らかにすることができた。これによると全国の消防本部の半数以上、427 消防本
部（59.0％）がドクターカーと連携した医療救護活動を行っており、ドクターヘリでカバーしき
れない病院前救急診療活動の手段として広く普及していることが明らかになった。これは、令和
5 年度の調査の 55％よりも増加しており、我が国においてドクターカー活動が年々普及している
ことが明らかとなった。一方、今後ドクターカー施設との連携を予定している消防本部は 8 消防
本部にとどまり、依然 285 消防本部はドクターカーと連携した活動を考慮していない。

ドクターカーの有効性を明確にし、さらに全国の消防機関に働きかけを行いドクターカー活動
のカバー率を上げることが今後の課題と考えられた。

第二段階のアンケートにおいては、ドクターカーを活用し、消防機関と連携している病院は全
国で 229 施設存在することも明らかとなった。高度救命救急センターと地域救命救急センターを
含む、全国の救命救急センターは 312 か所存在するが（2025 年 4 月 1 日、厚生労働省調べ）、今
回の検討では、そのうちの 167 施設（53.5％）がドクターカーを運用していることが明示された。
また、今回の調査においては活動件数 23,502 例に及ぶ 116 施設からの、ドクターカーにかかわる
基礎的情報を得ることができた。

まず、全国 720 消防本部からの第一段階調査では、消防機関もドクターカー活動の患者救命へ
の有効性を実感し、24 時間運用を含む運用体制の改善を求めていることが明らかとなった。また
救命士の再教育や直接指導（Direct MC）にも大きな効果を発揮するという意見が多く見られた。
多くの消防機関が夜間のドクターカー出動も希望している一方、医師や救命士、看護師、ドライ
バーの人員不足等による、夜間休日のドクターカー運行が制限されている実態が明らかになった。
また、安全管理や無線管理、車両動態システム（AVM）によるドクターカーの動態管理の必要性や、
消防側と医療側の連携訓練の重要性についても多くの意見があった。

ドクターヘリについては、厚生労働科学研究「ドクターヘリの適正配置・利用に関する研究」（主
任研究者：猪口 貞樹）においても ｢ドクターヘリの安全な運用・運航のための基準｣ が示され、
フライトドクターやフライトナースの基準が示され、またその中で、安全管理、消防機関との連
携についても明記されている。

また、厚生労働省事業の一環としてドクターヘリ事業従事者研修も定期的に開催されており、
我が国における病院前救護活動の質の担保に繋がっている。

ドクターカーに従事する者への全国的な教育コースはいままで開催されていなかったが、現在
では、日本病院前救急診療医学会が、厚生労働省後援の元、ドクターカー講習会を年間 4 回行っ
ている。2025 年度は医師、看護師、救急救命士等、200 人がすでに下記プログラムを受講している。

（３）後方視的研究の考察
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また、厚生労働省の発出した第 8 次医療計画の作成指針においても、救命医療としてのドクター
カーの有効活用、さらには地域メディカルコントロール協議会においてもドクターカー活用の適
否について、地域において定期的に検討することが謳われており、地域メディカルコントロール
協議会がドクターカー活動を評価し、ドクターカー活動の質を維持する必要があると思われる。

今後もドクターカーが普及している現状を鑑み、速やかに活動の安全と消防機関との連携を強
化する教育コースのさらなる整備が望ましい。

ドクターカー活動を行っている医療機関へのアンケートにおいては、救急搬送、転院搬送とも
に使用する施設が多く、ゆえに搬送機能を持つ救急車型（日本病院前救急診療医学会定義のⅠ－ 1）

時 間 セ ッ シ ョ ン 名 内 容 の 概 要

09 : 00 - 
09 : 45

1. ドクターカーシステム
日本における歴史、現在の全国的な運用状況、
システムの総論

09 : 45 - 
10 : 30

2. ドクターカー医師の活動と
　病院前診療

医師の役割、外傷診療を中心とした病院前活動の
実際

10 : 30 - 
10 : 45

休憩 （15 分間）

10 : 45 - 
11 : 30

3. グラウンドナースの活動
看護師の役割、外傷診療における診療補助や活動
の実際

11 : 30 - 
12 : 15

4. 機関員・救命士の役割と消防
　連携

運転手や病院所属救命士の役割、消防機関との
スムーズな連携

12 : 15 - 
13 : 15

昼休憩 （60 分間）

13 : 15 - 
14 : 00

5. 安全管理、設備と装備
病院外特有の環境における安全管理、車両の設備・
装備の解説

14 : 00 - 
14 : 45

6. 施設間搬送
重症患者搬送の役割、搬送中管理、施設間・ドク
ターヘリとの連携

14 : 45 - 
15 : 00

休憩 （15 分間）

15 : 00 - 
15 : 45

7. ドクターカーの運行事例①
全国基地病院の代表的事例紹介と、双方向での
議論。

15 : 45 - 
16 : 30

8. ドクターカーの運行事例② 運行事例の紹介とディスカッション（続き）。

16 : 30 - 
17 : 00

9. 質疑応答とまとめ
各病院の課題検討、講師との意見交換、アンケート
実施。
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の運用が最多であった。道路交通法上では、緊急走行が可能な車両として、いわゆる在宅ドクター
カーも容認されているが（道路交通法施行令 13 条　1 － 6 に該当）、令和 4 年度の調査（令和 4
年度厚生労働委託事業報告）同様、依然運用が少ないことが分かった。

今回のアンケート結果においては、消防機関側から集約した病院データをもとに第二段階のア
ンケートを実施したことから、在宅診療を主に扱うクリニックからの回答は少ないことも要因の
一つと考えられるが、引き続き実態の把握に努める必要がある。これについては、各都道府県公
安委員会における在宅ドクターカーの認可要件についても今後調査が必要と思われる。

ドクターカーを 24 時間、フルタイムで運行できている施設は 20 施設（17.2％）にとどまった。
これは令和 4 年度よりも 3 ポイント減少している。これには 2024 年から医師の働き方改革が推
進され、労働時間が制限されたことも影響している可能性があり、引き続き経年的に評価を行っ
ていく必要があると思われた。

またドクターヘリを運用できない夜間において、その代替的医療をドクターカーで補填する意
味があるならば、改善すべき大きな課題であると思われた。

ドクターカーの購入に関わる費用、資機材の購入費、ドクターカーの維持費、経費、人件費の
すべてにおいて、その費用の多くは、各病院の自己負担、あるいはクラウドファンディングや寄
付などを財源としていることが明らかになった。このように活動費用、人件費などの経費が病院
の持ち出しであり、活動を支持する経済的支援が脆弱であることも、医療スタッフや運転手のマ
ンパワー不足に関与する一因とも考えられた。また、国からの補助金に関わる周知も十分になさ
れていないとの理由が多く占めていることは例年同様、特記すべき事項であり、都道府県衛生部
局から各医療機関への周知を強化する必要がある。

なお、実際に救命救急センター運営事業費、救命救急センター設備整備事業費など、都道府県
からの公的事業費を活用している施設も見られたが、これら事業費は、都道府県が定める支出予
定額と総事業費から収入額を差し引いた額と比較し、少ない方の額に補助率を乗じて得た額を交
付額とする、とされており、ドクターカー事業を多く行い、保険算定をすれば病院が得ることが
できる支援額は減ることとなり、出動数が多いドクターカー基地病院が財政的に得られる支援は
少なくなってしまう。また、自治体等が運営する公的病院はこれらの補助が受けられない制度も
問題になっている。

一方、令和 7 年度より、救急現場に出動するドクターカー活用促進事業（救命救急センター運
営・設備整備事業）として、従来の国からの補助率が 1/3 から 1/2 に増額となり、負担割合も国
1/3、都道府県 1/3、医療機関 1/3 の均等按分であったものが、国 1/2、都道府県または医療機関
が 1/2 となっている。

また、ドクターカー（ラピッドカーは対象外）に係る経費が特別交付税で措置されている。な
お令和 5 年度では、対象経費約 540,000 千円、市町村の財政力で補正されるため交付税の算定額
約 280,000 千円となっており、対象経費は、特別交付税に関する省令 5 条 3 号の表 4 に「医師を
搭乗させた救急自動車の運営に要する経費があること。」とし、「当該年度において、当該市町村
が医師を搭乗させた救急自動車を運営するために要する経費に 0.8 を乗じて得た額とする。」とさ
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れている。
今回の調査においては、年間の総費用の平均が 2659 万円におよび、令和 4 年度の報告よりも

800 万円ほど上昇している結果となった。一方、救急診療搬送料や往診料など、実際に算定する
ことができた一年間の診療報酬金額については年間 500 万円未満の施設が最多であり、一施設当
たりの平均が 981 万円であった。ドクターカー事業はドクターヘリ事業と同様に公益性の高い医
療救護活動であるがゆえ、保険算定額を増額する、あるいは、都道府県と病院の間での補助率の
按分を調整する方策の検討が必要である。ドクターカー１施設が我が国の人口の 76 万人をカバー
する現状において、多くの市民の安全を守るべくドクターカーの活動を継続するためには、さら
なる、継続した公的な活動支援が必須であろう。

ドクターカーは、一般の自動車をベースにした車両を用いていることからドクターヘリに比し
て整備点検も容易であり、車体の不具合や点検中による不応需は少数にとどまった。出動要請に
対する応需率も高く、救急医療のニーズに対する即応性の高さは特筆すべきである。年間 2 万人
にも及ぶドクターカー事案数の多さが、救急搬送事案のニーズ増加に対する支援の方策となって
いることを明示している。

今回の調査において、転院業務に関してもドクターカーが関与している施設が多いことも明ら
かになった。

消防庁「令和 7 年版　救急救助の現況」によると（下表参照）、救急医療機関の転院搬送業務は
救急出動件数の 7.5％に及ぶというデータがある。これは救急車出動における 3 番目に多い事由
であり、交通事故の出動割合よりも多い。年々救急出動件数が増加している中で、ドクターカー
を用いた転院搬送を医療機関が代行して行うことで、自治体消防による救急業務を支援し、救急
救助活動の逼迫を軽減させる方策となる可能性がある。
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一方、転院業務にかかわる保険算定については救急搬送診療料（1,300 点）が大部分であるが、
ドクターカー活動には人件費や車両整備費、燃料代など多くのコストがかかることから、上述の
データからもこの保険点数算定のみでは決して十分とはいえない。これについては令和 6 年度診
療報酬改定より、いわゆる下り搬送に対して救急患者連携搬送料が新設され、活用されているこ
とから、今後のドクターカーによる病院間搬送の件数増加と適正使用についても引き続きの評価
が必要である。

ドクターカー活動に関わる人件費、維持費用はそのほとんどが基地病院の自費による運用であ
り、公的事業費による運用の割合を上回ったことは特筆すべき事実である。地域医療を包括的に
支援するドクターカー活動を下支えする財政的基盤の確立が急務であり、そのためにはドクター
カーの有効性を明確にする必要がある。これについては、現在進行している前向き研究からのさ
らなるデータ集積とアウトカム分析が求められる。
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【目的】 本研究の目的は、全国のドクターカー（DC）による活動記録「2025 ドクターカーレジス
トリ」のデータを用いて、（1）DC 搬送の全出動状況・運用実態・時系列分析を行い、各症例の
状態を、転帰も含めて記述的に検証すること、（2）全データの分析を通して DC の運用実態（現
場介入や施設間搬送の特徴、医療処置の実態）を明らかにすることである。

【方法】 2025 年 1 月 1 日～ 2025 年 12 月 31 日に DC 要請となった全症例（N=28,749）を対象として、
ⅰ）DC の全出動状況・運用実態分析、ⅱ）DC 介入に伴う各症例の状態分析、ⅲ）病院前検査・
処置・薬剤投与分析、ⅳ）診断名分析、ⅴ）重症度・緊急度・転帰分析を記述的に行った。転帰
については主に自施設搬送症例を対象に記述した。

【結果】 期間内に 28,749 件の要請があり、応需は 26,010 件（90.5%）、不応需は 2,739 件（9.5%）、
ミッション中止は 9,073 件（31.6%）であり、実際に患者と接触した継続症例は 16,937 件（58.9%）
であった。ミッションの 97.6% が現場搬送要請であった。現場搬送では、実際の搬送手段として
救急車が 74.3% を占めた。疾患分類では循環器系疾患（31.7%）と損傷・中毒（28.2%）が多くを
占めた。DC 接触患者に対しては、エコー検査（44.7%）、静脈路確保（66.8%）、薬剤投与（28.2%）
など高度な医療介入が高頻度で行われていた。対象患者の緊急度は「蘇生・緊急」が約 40% を占め、
自施設へ搬送され入院となった患者の約 7 割が救命救急センターや ICU 等の高次治療病棟へ収容
された。

【考察】 DC の運用は、主に救急車を搬送手段として用い、医療スタッフを現場や合流地点に早期
投入する形態（ランデブー方式）が主流である。循環器疾患や重症外傷といった一刻を争う病態
に対し、病院前で早期に医師による診断・治療（エコー、気管挿管、薬剤投与等）を提供しており、
地域の重症救急医療体制において極めて重要な役割を果たしていることが確認された。

Ａ . 研究目的
本研究の目的は、ドクターカー（DC）の運用実態を記録した「2025 ドクターカーレジストリ」

のデータセットを用いて、2025 年（令和 7 年）の記述分析を行うことで、ドクターカー事業全体
の実態を把握し、実施手法等に関する提案をすることである。具体的な内容は、ⅰ）DC の全出
動状況・運用実態分析、ⅱ）介入に伴う患者状態分析、ⅲ）介入（検査・処置・薬剤投与）分析、ⅳ）
診断名分析、ⅴ）重症度・緊急度・転帰分析である。また、ドクターカーに特異的な分析を追加した。

（倫理面への配慮）
本レジストリの分析は、連結不可能・匿名化されたデータを用いた。本研究は特定の個人を対

象とした研究ではなく、倫理的問題を生じる可能性は少ないと考えられたが、情報管理等や人権
擁護等には細心の注意を払った。

Ｂ . 研究方法
（対象）

3. 研究事業の進捗について

（１）前方視的データレジストリ研究（レジストリ作成委員会・レジストリ評価委員会）
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【選択基準】
【1,2】2025/1/1 ～ 2025/12/31 にドクターカー要請となった全症例（N=28,749）
【除外基準】

なし（アウトカムにより集計母数を変更）
（方法）
【主たるアウトカム】
【1】2025 年度の記述分析
ⅰ）DC の全出動状況・運用実態分析；全ミッション内訳（要請数、応需数、中止数、患者接触数など）。

不応需および中止理由。現場搬送・施設間搬送の特徴。
ⅱ）DC 介入に伴う各症例の状態分析；バイタルサインの時系列変化。
ⅲ）DC 介入（病院前検査・処置・薬剤投与）分析；DC スタッフおよび救急隊による処置内容と

割合。
ⅳ）診断名分析；ICD10 コード分類に沿った疾患構成。
ⅴ）重症度・緊急度・転帰分析；PCTAS 緊急度、NACA スコア、AIS/ISS（外傷）、および自施

設搬送例における転帰。
【2】ドクターカー特異的記述分析
【解析方法】
【1】2025 年度の記述分析

カテゴリカル変数は数とパーセントを、連続変数は中央値と四分位範囲を記載した。転帰の分
析に関しては、原則として経過が追跡可能な自施設搬送症例を中心に記述した。

Ｃ . 研究結果
【1】2025 年度の記述分析
ⅰ）DC の全出動状況・運用実態分析

対象期間中の全要請数は 28,749 件であった。応需は 26,010 件（90.5%）、不応需は 2,739 件（9.5%）
であった。応需したものの患者接触前にミッション中止となった症例が 9,073 件（全体の 31.6%）
あり、最終的に患者接触（継続）に至ったのは 16,937 件（58.9%）であった。要請の 97.6% が現
場搬送であり、施設間搬送は 2.4% であった。要請方式は「覚知（現着前）」での要請が 83.0% と
大半を占め、現着後は 14.6% であった。また、前任務からの連続出動等も 6.1% みられた。乗車
スタッフは「医師 1 名体制」が 81.2% と主流であり、看護師同乗なしが 53.1%、救命士等同乗な
しが 51.6% であった（表１）。

不応需（N=2,739）の主な理由は「ドクター判断」が 38.5%、「前事案任務中（重複要請）」が
26.4%であり、天候不良によるものは0件、時間外は2.3%であった。不応需後の代替対応は「救急車」
が 66.3% であった（表２）。ミッション中止（N=9,073）の理由は「消防・救急隊判断（キャンセル）」
が 77.6% と大半を占め、次いで「ドクター判断」が 19.0% であった。中止後も 82.2% は救急車で
対応され、ドクターヘリ等への切り替えは 1% 強にとどまった（表３）。

現場搬送（患者接触 N=15,646）（表４）において、対象の年齢中央値は 72 歳（成人 92.4%、小
児 4.3%）、男性 60.3% であった。実際の搬送手段は救急車が 74.3% を占め、DC 車両による搬送
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は 16.8% にとどまった。DC 以外の搬送手段（表５ N=11,744）の内訳をみても 99.0% が救急車
であった。傷病者接触形態は「現場」が 73.7%、「合流地点」が 26.3% であり、DC 先着割合は合流
地点で 61.2% に上る一方、現場では 7.9% であった。搬送先の 63.6% は自施設であった（表４）。
現場接触患者の不搬送（1,269 件、8.1%）の理由は、接触後死亡確認が 39.4%、ドクター判断が
34.4% のほか、軽傷終了 13.3%、拒否 7.7% であった（表６）。

施設間搬送（N=591）（表７）においては、全例（100%）が搬送され、不搬送やキャンセルは
0 件であった。年齢中央値は 72 歳だが小児が 8.6% 含まれた。現場搬送と異なり DC 車両の使用
割合が 76.3% と高く（代替は救急車が 97.9%）、医師の付き添いは 85.8%、看護師の付き添いは
72.6% で実施された。搬送先は自施設が 32.7% であり、他施設への転院が過半数を占めた。
ⅱ）DC 介入に伴う各症例の状態分析

患者接触時における意識レベルは、現場搬送において GCS 中央値 14（四分位範囲 7-15）、施設
間搬送で 15（13-15）であった。バイタルサイン（血圧、心拍数など）は救急隊接触時から DC
最終時にかけて大きな破綻なく推移していた。詳細に見ると、現場搬送の DC 接触時では CPA
症例が 18.2% を占め、瞳孔の両側散大が 7.4% みられるなど重篤な層が含まれたが、重症意識障害

（JCS3 桁）の割合は接触時 22.7% から最終時 9.7% へと低下した。酸素投与は現場搬送の最終時
で 27.3% に実施されていた。一方、施設間搬送の CPA は 0.8% と低く、安定した状態で搬送され
ていた（表 10）。
ⅲ）DC 介入（病院前検査・処置・薬剤投与）分析

DC スタッフによる病院前検査として、エコーが 44.7%（うち FAST 陽性 5.5%、気胸疑い 1.9%）、
血糖測定が 23.6%、12 誘導心電図が 14.1%（うち所見あり 24.0%）で施行されていた。処置に関
しては、静脈路確保が 66.8% と高頻度で実施されていた。呼吸介入（17.3%）のうち経口気管挿
管は 10.5% であった。循環介入として機械的胸部圧迫装置（3.1%）や骨髄輸液（2.0%）も使用さ
れた。DC による薬剤投与は 28.2% の症例で行われ、主に昇圧薬（8.3%）、制吐薬（2.7%）、鎮痛
薬（2.2%）、トラネキサム酸（2.1%）が使用された（表 11）。
ⅳ）診断名分析

疾患分類（N=15,512）では、I00-I99 循環器系疾患が 31.7%（4,917 例）と最も多く、次いで
S00-T98 損傷・中毒が 28.2%（4,367 例）、R00-R99 症状・徴候・異常検査所見が 16.2%（2,512 例）
であった。その他、呼吸器系（5.8%）、神経系（4.6%）が続き、COVID-19 単独は 0.3% であった

（表 12）。
ⅴ）重症度・緊急度・転帰分析

外傷患者（N=857）（表 13）の ISS 中央値は 5（四分位範囲 1-17）であった。体表の軽傷（AIS1）
が 29.9% を占める一方で、頭頸部の重症（AIS3 以上）が 18.8%、胸部の重症が 12.8% 含まれた。
救急隊および DC 接触時の RTS 中央値はともに 7.84 であった。緊急度（PCTAS）については（表
14）、蘇生（青）14.1%、緊急（赤）25.8%、準緊急（黄）27.8% であり、直ちに生命の危機にあ
る状態（青・赤）が約 40% を占めた（施設間搬送では赤が 36.5%）。重症度（NACA Score）でも、
中等度から蘇生（スコア 4 〜 7）の病態が大半（71.2%）を占め、非緊急やごく軽微な層は少なかっ
た。

自施設に搬送された症例（N=10,151）の転帰として、44.6%（4,527 例）が入院となり、その
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うち 71.6%（3,241 例）が救命救急センター・ICU・HCU 等へ収容された（施設間搬送からの自
施設入院率は 77.2%）。自施設搬送における全死亡率は 17.9%（1,816 例）であった。全体の在院
日数中央値は 10 日であり、生存して退院した患者のうち、自宅退院が 35.2%、他医療機関への転
院が 17.5% であった（表 15-2）。

【2】ドクターカー特異的記述分析：疾患・運用形態別の詳細集計
▪ 1. 疾患分類集計（ミッションタイプ別）

疾患分類をミッションタイプ別に集計した結果、以下の特徴が認められた。全体では外因性
17.8%、内因性 57.3%、心大血管疾患 11.7%、脳血管障害 6.8% の構成であった。外傷は全体の
11.8%（交通事故 6.2%、その他 5.3%）を占めた。施設間搬送では心大血管疾患が 22.3% と高い割
合を示し、転院搬送における循環器系疾患の優先度が高いことが示唆された（表 17）。
▪ 2. 心肺停止症例の特徴

CPA 症例は 3,185 例（19.6%）であった。初期波形の内訳は、Asystole 64.8%、PEA 23.7%、
VF/VT 8.3% であった。目撃ありは 45.3%、BystanderCPR は 42.7%、AED 使用は 4.7% であった。
心拍再開は 28.5% で達成され、病院到着時の ROSC は 23.6% であった。心停止合計時間の中央値
は 24 分であった（表 18）。
▪ 3. 施設ごとのドクターカー運用形態

全 116 施設におけるドクターカーの運用形態は、I-1 搬送機能付きが 69 施設、I-2 ラピッド型が
47 施設、III-1 Workstation 型（搬送機能なし）が 4 施設、III-1 Workstation 型（搬送機能付き）
が 13 施設、III-2 Workstation 型ピックアップが 12 施設であった（表 19）。
▪ 4. ミッションタイプごとのドクターカー運用形態

ミッションタイプ別の運用形態では、I-2 ラピッド DC が全体の 50.2% で最多であり、I-1 搬送
機能付きが 30.9% であった。施設間搬送では I-1 が 86.8% と圧倒的に多く、搬送機能の重要性が
強調された（表 20）。
▪ 5. 現場搬送における時間経過と走行距離

現場搬送において、消防覚知からドクターカー傷病者接触までの時間の中央値は18分であった。
消防覚知からドクターカー受け入れ病院到着までは中央値 37 分であった。ドクターカー走行距
離の中央値は 11km であり、ドクターカー活動時間の中央値は 22 分であった。ACS PCI 例にお
ける消防覚知から PCI 到着までの時間は中央値 72 分であった（表 21）。
▪ 6. 施設間搬送における時間経過と走行距離

施設間搬送において、ドクターカー出動要請からドクターカー受け入れ病院到着までの時間の
中央値は 39 分であった。ドクターカー走行距離の中央値は 14km であり、ドクターカー活動時
間の中央値は 45 分であった（表 22）。

D. 考察
【1】2025 年度の記述分析
ⅰ）DC の運行状況・運用実態分析

年間 3 万件に迫る要請数は、DC に対するプレホスピタル・ケアの需要が極めて高いことを示
している。要請の 83% が覚知同時要請であることは、消防との連携による早期介入の積極的な姿
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勢の現れである。不応需や中止の理由を見ると、ドクターによる医学的判断（トリアージ）や、
救急隊の現着後評価によるキャンセルが一定程度機能している。天候不良や時間外による制限が
少なく稼働が安定している点もヘリにはない強みである。限られた医療資源を真に重症な患者へ
適正配分しつつ、オーバートリアージによる「空振り」を許容し、バックアップの救急車を活用
するシステムが作動していると考えられる。

現場搬送における搬送手段の 7 割以上が救急車である点は、DC が「患者搬送」そのものより
も「早期の医療スタッフ投入（デリバリー）」を主目的とするランデブー方式で運用されている
実態を強く裏付けている。合流地点における DC 先着割合が 6 割を超える点は、このドッキング
システムの有効性を示している。また、現場不搬送の約 4 割が接触後死亡確認であり、さらに軽傷
や拒否を含め、不必要な病院搬送を防ぐ「現場での看取り・活動打ち切り」の判断を医師が適切
に担っている。

施設間搬送においては要請後のキャンセルや不搬送が皆無であり、小児を含む重症患者に対し、
自施設のみならず他施設への転院を支援する地域セーフティネットとしての役割を果たしている。
ⅱ）および ⅲ）介入に伴う状態分析・処置分析

DC 接触時に CPA が約 18% を占め、重症意識障害や瞳孔異常を伴う過酷な現場環境において、
救急隊のみでは実施不可能なエコー検査（約 45%）や静脈路確保（約 67%）、昇圧薬や鎮痛薬の
投与が現場で高頻度に提供されている。エコーによる FAST 陽性や気胸の的確な検出、心電図の
異常把握に基づき、胸部圧迫装置や骨髄輸液などの高度な手技が駆使されている。特に循環器系
疾患が多いことから、虚血性心疾患や致死性不整脈等の早期診断と静脈路からの薬剤投与が病態
安定化に寄与している可能性が高い。また気管挿管などの確実な気道確保が病院前で実施されて
いることは、救命率向上と神経学的予後の改善に寄与する可能性がある。介入を通じて JCS が改
善傾向を示しているデータは、根本的治療の開始時間を前倒しした医学的成果である。
ⅳ）診断名分析

ドクターヘリ（DH）では外傷が過半数を占める傾向にあるが、DC では循環器系疾患が外傷を
上回って最多（31.7%）であった。これは、都市部や住宅密集地における心肺停止・急性心筋梗塞・
脳卒中など「時間依存性の高い内因性急病」に対する早期対応ツールとして、DC が極めて重要な
社会インフラとなっていることを示唆している。外傷においても、頭頸部や胸部の重篤な損傷例
が一定数含まれる中、生理学的指標（RTS）が低下しきる前に接触できている点が DC の機動力
の証左である。
ⅴ）重症度・緊急度・転帰分析

緊急度「蘇生・緊急」が約 40% を占め、NACA スコアでもごく軽微な事案が除外されている
ことから、DC が適切な重症患者に対して出動していることが評価できる。自施設搬送症例の全
死亡率が約 18% と高い数値を示しているが、これは DOA や CPA 症例が多数含まれるプレホス
ピタル医療の特性を反映したものであり、対象患者群の重篤度が高いことの証左である。一方で、
入院患者の 7 割以上が ICU 等へ収容されており、DC から高次医療機関へのシームレスな集中治療
の接続が実現している。そして、重篤な病態を乗り越えて生存した患者の 35% 以上が自宅退院を
果たしている事実は、早期の医療介入が社会復帰という最終アウトカムに大きく貢献していること
を強く物語っている。
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【2】ドクターカー特異的記述分析：疾患・運用形態別の詳細集計
ドクターカーの運用実態として以下の点が明らかになった。第一に、疾患構成は内因性疾患が

中心であり、特に施設間搬送では心大血管疾患の割合が高い。第二に、CPA 症例が約 2 割を占め、
ROSC 率 28.5% という成績はドクターカーによる早期医師介入の意義を示唆する。第三に、ドク
ターカーの運用形態は施設により多様であるが、現場搬送ではラピッド型が主流、施設間搬送で
は搬送機能付き型が必須という棲み分けが明確である。第四に、時間経過データからはドクター
カータイプによる治療開始時間への影響が示されており、今後のエビデンスに基づいた運用形態
の最適化が期待される。

E. まとめ
2025 年のレジストリ分析により、DC 事業は内因性疾患（特に循環器系疾患）および重症外傷

を中心とした高度緊急患者に対し、極めて効果的な病院前医療を提供していることが確認された。
救急車を利用したランデブー方式により、現場でエコー診断や高度な気道確保、薬剤投与が行わ
れ、患者は速やかに高次治療病棟へ収容されている。

今後も需要の増加が予測される中、重複要請による不応需への対応や、救急隊・基地病院間の
適正なトリアージ基準の精緻化を継続し、限られた医療資源をより有効に活用する体制整備が望
まれる。
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ドクターカー活動基準マニュアルは改訂第二版が完成した。これは97ページに及ぶものであり、
下記の項目を含んでいる。ドクターカーの活動基準においては依然エビデンスが多くはないが、
全国のドクターカー運用組織よりマニュアルを収集し、エキスパートコンセンサスとして集約し
た。今後は構築されたデータベースの活用および解析を通し、我が国から発出したエビデンスに
基づくドクターカーマニュアルの整備へと繋げていく方向である。

【目次】
３．病院前救護とドクターカー（ドクターカーの種類、ドクターカーの目的）
４．安全管理について

4-1．公道での活動における安全管理
4-2．ドクターカー走行中の安全管理
4-3．医療者に対する安全管理と教育（個人装備、感染対策、針刺し等）
4-4．インシデント・アクシデントの対応、報告について

５．ドクターカーの日常整備：運行前チェックリスト
６．ドクターカーの装備：チェックリスト
７．ドクターカー出動の流れ

7-1．消防からの要請
7-2．転院搬送支援について
7-3．出動のキャンセルへの対応
7-4．応援要請の手順（SBAR）
7-5．在宅医療との連携
7-6．ドクターヘリとの連携
7-7．モバイル ICU との連携

8．職種別業務と活動手順の詳細
8-1．医師
8-2．看護師
8-3．救急救命士
8-4．運転者（機関員）
8-5．各職種に求められる資格

9．災害時運用について：DMAT・救助活動との棲み分け
10．その他

10-1．活動記録に必要な項目
10-2．教育
10-3．コスト
10-4．通信ツール
10-5．記録媒体
10-6．持ち出す薬剤（劇薬、麻薬、輸血の扱い）

（２）ドクターカー活動基準マニュアル作成（活動基準作成委員会）
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10-7．持ち出す資機材
11．ドクターカーのエビデンス

上記プロダクトを広く社会に発信すべく、ウェブサイトを作成し、公表した。
この中では、下記の如く、本事業の実施団体である全国ドクターカー協議会の説明や、ドクター

カーの定義についての内容、D-Call Net に関する内容、また、マスコミ・メディアや学生の方
および子供向けの内容をまとめ、ドクターカー活動に関わる内容について、広く社会への啓発
活動を行っている。また、このウェブサイトへ研究報告書などの掲載を行っている。

具体的な達成状況は以下の通り
①ホームページ作成：全国ドクターカー協議会のホームページを作成し公開した。
②研究結果の掲載：令和 4 年度厚生労働省委託研究事業「ドクターカーの運用事例等に関する

調査研究事業　報告書」（令和 5 年 3 月）のホームページへの掲載を行った。
③レジストリ連携（登録方法、Q&A）：ホームページからドクターカー出動事案のレジストリ

への連携とレジストリ登録に関する Q ＆ A 等の掲載を行った。
④ホームページ内容記事作成：ホームページの内容（全国ドクターカー協議会について、協議

会の構成と協力施設、ドクターカーについて、D-Call Net について、マスコミの方へ、学生
の方・お子さまへ、お問い合せ、レジストリ、プロモーション動画）記事を委員で分担して
作成した。

⑤全国ドクターカー紹介：全国のドクターカーの紹介記事を作成し、＃ 1 ～ 25 まで公開した。
⑥ドクターカー講習会のお知らせ（開催通知など詳細）を掲載した。
⑦ドクターカー運行マニュアル（第２版）を掲載した。
⑧高校生のドクターカー研究への協力についての記事を掲載した。
⑨ SNS 展開（X、FB、Instagram）：SNS にもアカウントを作成し最新記事を共有した。

（３）調査研究広報（広報委員会）
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資料１：後方視的調査研究事業における都道府県衛生主管部局への依頼状

4. 資　料
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資料２：後方視的調査研究事業の医療機関向け調査依頼状
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資料３：後方視的調査研究　参加施設
JA 愛知厚生連　江南厚生病院
JA 愛知厚生連　海南病院
JA 長野厚生連　佐久総合病院佐久医療センター
JCHO 中京病院
さいたま市立病院
さいたま赤十字病院
トヨタ記念病院
ハートライフ病院
はりま姫路総合医療センター
りんくう総合医療センター
愛知県厚生農業協同組合連合会　海南病院
旭川医科大学病院
医療法人医仁会　さくら総合病院
医療法人青仁会　池田病院
医療法人徳洲会　岸和田徳洲会病院
医療法人徳洲会　南部徳洲会病院
医療法人豊田会　刈谷豊田総合病院
横須賀市立総合医療センター
横浜市立大学附属市民総合医療センター
岡崎市民病院
岡山大学病院
沖縄協同病院
会津中央病院
掛川市・袋井市病院企業団立　中東遠総合医療センター
関西医科大学附属病院
関西労災病院　救命救急科
久留米大学病院
宮崎県立延岡病院
宮崎県立宮崎病院
宮崎大学医学部附属病院
京都岡本記念病院
金沢医科大学病院
金沢大学附属病院
熊本赤十字病院
群馬大学医学部附属病院
健和会大手町病院
公立豊岡病院
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厚生連高岡病院
高知県・高知市病院企業団立高知医療センター
国家公務員共済組合連合会新別府病院
国立病院機構災害医療センター
佐賀大学
済生会宇都宮病院
済生会横浜市東部病院
済生会滋賀県病院
埼玉医科大学国際医療センター
笹生病院
札幌美しが丘脳神経外科病院
山梨県立中央病院
鹿児島市立病院
社会医療法人近森会　近森病院
社会医療法人三愛会　大分三愛メディカルセンター
社会医療法人仁愛会　浦添総合病院
社会医療法人生長会　ベルランド総合病院
手稲渓仁会病院
秋田大学医学部附属病院
松阪中央総合病院
松波総合病院
神戸大学医学部附属病院
西知多医療厚生組合　公立西知多総合病院
青森県立中央病院
石巻赤十字病院
石川県立中央病院
雪の聖母会　聖マリア病院
仙台市立病院
千葉ろうさい病院
前橋赤十字病院
総合南東北病院
足利赤十字病院
多摩総合医療センター
太田記念病院
大阪医科薬科大学病院
大阪公立大学医学部附属病院
大阪府済生会千里病院　千里救命救急センター
大阪府立中河内救命救急センター
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大同病院
大分大学医学部附属病院
地方独立行政法人加古川市民病院機構 加古川中央市民病院
筑波メディカルセンター病院
中頭病院
長崎医療センター
長崎大学病院
長野赤十字病院
津山中央病院
都城市郡医師会病院
都立広尾病院
島根大学
東海大学医学部付属病院
東京医科大学八王子医療センター
東京科学大学病院
東京都済生会中央病院
藤沢市民病院
藤田医科大学病院
徳島赤十字病院
独立行政法人国立病院機構　高崎総合医療センター
奈良県立医科大学附属病院　高度救命救急センター
日本医科大学千葉北総病院
日本医科大学多摩永山病院
日本医科大学付属病院
日本医科大学武蔵小杉病院
日本赤十字社医療センター
八戸市立市民病院
飯塚病院
武蔵野赤十字病院
福島県立医科大学附属病院
兵庫県災害医療センター
兵庫県立加古川医療センター
兵庫県立西宮病院
兵庫県立淡路医療センター
兵庫県立尼崎総合医療センター
平塚市民病院
米盛病院
宝塚市立病院
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豊橋市民病院
豊川市民病院
名古屋市立大学病院
名古屋掖済会病院
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資料４：前方視的データレジストリ　参加施設
（日本医科大学中央倫理審査委員会　認定施設）

研 究 機 関 名 研 究 責 任 者
日本医科大学付属病院 横堀將司
日本医科大学多摩永山病院 久野将宗
日本医科大学千葉北総病院 原義明
日本医科大学武蔵小杉病院 井上潤一
医療法人徳洲会　湘南鎌倉総合病院 鱶口清満
松戸市立総合医療センター 村田希吉
仙台市立病院 山内聡
総合大雄会病院 井上保介
徳島県立中央病院 川下陽一郎
日本赤十字社医療センター 林宗博
富山大学附属病院 渕上貴正
社会医療法人敬愛会 中頭病院 間山泰晃
旭川医科大学 岡田基
横浜市立大学附属病院市民総合医療センター 竹内一郎
会津中央病院 小林辰輔
岩手医科大学 眞瀬智彦
岐阜大学医学部附属病院 鈴木浩大
宮崎大学医学部附属病院 落合秀信
群馬大学医学部附属病院 大嶋清宏
山口大学医学部附属病院 鶴田良介
自治医科大学附属病院 新庄貴文
社会福祉法人恩賜財団　済生会滋賀県病院 平泉志保

社会福祉法人恩賜財団済生会支部
清水正幸

神奈川県済生会横浜市東部病院

信州大学医学部附属病院 高山浩史
東京都立広尾病院 三輪槙
兵庫県立西宮病院 中川雄公
川崎医科大学 椎野泰和
船橋市立医療センター 角地祐幸
倉敷中央病院 池上徹則

地方独立行政法人静岡県立病院機構
三宅章公

静岡県立総合病院

筑波メディカルセンター病院 栩木愛登
長崎医療センター 日宇宏之
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鳥取県立中央病院 小林誠人
東海大学医学部付属病院 守田誠司
東京科学大学病院 森下幸治
東京都済生会中央病院 関根和彦
八戸工業大学 浅川拓克
八戸市立市民病院 吉村有矢
武蔵野赤十字病院 原田尚重
福山市民病院 柏谷信博
福島県立医科大学 菅谷一樹

地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター
橋田知明

東千葉メディカルセンター

長崎大学病院 太田黒崇伸
鳥取大学医学部附属病院 本間正人
さいたま市立病院 中野公介
鹿児島市立病院 吉原秀明
医療法人医仁会　さくら総合病院 小林豊
社会医療法人生長会　ベルランド総合病院 北岸英樹
宮崎県立延岡病院 金丸勝弘
関西労災病院 高松純平
高知医療センター 齋坂雄一
国立病院機構災害医療センター 関聡志
社会医療法人三愛会大分三愛メディカルセンター 玉井文洋
大分市医師会立アルメイダ病院 稲垣伸洋
島根大学医学部附属病院 渡部広明
藤田医科大学病院 船曵知弘
厚生連高岡病院 菊川哲英
総合南東北病院 梶原宏太
大阪府済生会千里病院 伊藤裕介
奈良県立医科大学 福島英賢
福岡大学病院 仲村佳彦
川口市立医療センター 鈴木剛
東北大学病院 大邉寛幸
堺市立総合医療センター 森田正則
高崎総合医療センター 町田浩志
国立病院機構水戸医療センター 堤悠介
佐賀大学 木庭真由子
前橋赤十字病院 金畑圭太



99

兵庫県立尼崎総合医療センター 山上雄司
兵庫県立加古川医療センター 佐野秀
兵庫県立はりま姫路総合医療センター 水田宜良
社会医療法人雪の聖母会聖マリア病院 井上智博
神戸市立医療センター中央市民病院 松岡由典
埼玉医科大学国際医療センター 加地正人
佐賀県医療センター好生館 松本康
公立豊岡病院 永嶋太
さいたま赤十字病院 田口茂正
横須賀市立総合医療センター 本多英喜
岡山大学病院 中尾篤典
医療法人豊田会刈谷豊田総合病院 安藤雅樹
済生会宇都宮病院 小倉崇以
山梨県立中央病院 岩瀬史明
市立室蘭総合病院 大山浩史
JA 三重厚生連松阪中央総合病院 星野有
多摩総合医療センター 光銭大裕
天陽会中央病院 厚地伸彦
都城市郡医師会病院 名越秀樹
飯塚病院 山田哲久
兵庫県災害医療センター 松山重成
社会医療法人近森会　近森病院 根岸正敏
総合病院　土浦協同病院 遠藤彰
北九州市立八幡病院 木戸川秀生
愛知県厚生農業協同組合連合会　海南病院 谷内仁
茨城西南医療センター病院 藤原明
小牧市民病院 井上卓也
大曲厚生医療センター 前野恭平
独立行政法人国⽴病院機構横浜医療センター 古谷良輔
大分県立病院 加島健司
長野赤十字病院 岩下具美
陽明会　小波瀬病院 宮川大輝
小林市立病院 遠藤穣治
大垣市民病院 木村拓哉
愛媛県立中央病院 馬越健介
太田西ノ内病院 松本亮
沖縄協同病院 伊良波禎
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独立行政法人国立病院機構姫路医療センター 礒部尚志
新別府病院 中島竜太
健和会大手町病院 馬庭幸詩
福岡みつき病院 大和輝拓
虎の門病院 島完
医療法人青仁会　池田病院 田中誠
藤枝市立総合病院 三木靖雄
SUBARU 健康保険組合太田記念病院 秋枝一基
独立行政法人地域医療機能推進機構　中京病院 大須賀章倫
名古屋掖済会病院 後藤縁
大阪公立大学医学部附属病院 佐尾山裕生
東京医科大学八王子医療センター 弦切純也

以上 117 施設
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資料５：倫理審査承認書
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